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Ⅱ．４ 公営住宅等ストック全体の長期活用計画の作成手法 
 

Ⅱ．４．１ はじめに 

Ⅱ.３では、個々の公営住宅団地を対象としたケーススタディにより、目標とする供用（利用）期間

に応じた最適な修繕・改善のプログラム化の手法の考え方を提示した。 

ところで、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（平成 28年 8月・国土交通省住宅局住宅総

合整備課）によると、公営住宅等長寿命化計画の計画期間は 10 年間以上で設定すること（社会情勢

の変化、事業の進捗状況等に応じて、地域住宅計画の見直し等と連動して、概ね５年ごとに見直すこ

とが望ましい）とされている。 

この際、公営住宅等長寿命化計画をより有効なものとするためには、中長期（30 年程度）の事業内

容、実施時期、各住棟の供用期間等を検討して「長期的な管理の見通し」を作成し、その見通しに基

づき、事業実施計画として公営住宅等長寿命化計画を策定することが必要とされている。 

このため、Ⅱ.４では、公営住宅等ストック全体について、長期的な視点からの活用計画（以下「長

期活用計画」という。）の作成手法について検討する。 

まず、地方公共団体が現在策定している公営住宅等長寿命化計画の記載内容を分析し、長期的な活

用に必要な検討状況を把握する。その上で、具体の地方公共団体（地方県庁所在都市：Ｂ市）でのケ

ーススタディを実施し、長期活用計画の作成手法の考え方を取りまとめる。 

 

なお、昭和 40 年代から 50 年代に建設された大量の公営住宅等を管理する地方公共団体において

は、これらのストックが今後 20年から 30年の間にかけて一斉に法定耐用年限（公営住宅法に基づく

耐用年限で、耐火構造は 70 年）を迎えることになる。これらの老朽化した大量の公営住宅等を建替

により更新していくためには、莫大な財政負担を伴うため、厳しい財政状況下においては対応が困難

になることが予測される。地方公共団体においては、近い将来、こうした建替需要がピークを迎える

ことについては認識しつつも、将来的な建替事業量の平準化に向けた具体的な対策を講じている地方

公共団体は少ない。また、単にストックを長寿命化するだけでは、こうした建替需要のピークに対応

することは困難であり、建替事業量の平準化に向けた検討及び対応が必要である。 

こうしたことから、公営住宅等ストック全体についての長期活用計画の作成手法の検討にあたって

は、中長期的な建替事業量の平準化の視点が欠かせない。 

本章において検討する「長期活用計画」は、公営住宅等ストックの建設年代ごとの建物の保有性能・

仕様等を踏まえつつ、次のような考え方を含むものである。 

① 建替事業量の平準化の観点からのストックの目標供用期間の設定、平準後の建替事業量 

② 供用期間における中長期的な修繕・改善の実施内容と実施時期 

③ 中長期的な修繕・改修の事業量、単年度あたりの修繕費用 
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Ⅱ．４．２ 現公営住宅等長寿命化計画における長期活用の取り組み 

まず、政令指定都市、中核市、施行時特例市等から、現時点で公的賃貸住宅の需要が高く、一定の

管理戸数を有する５つの地方公共団体を抽出し、各々の地方公共団体が策定している公営住宅等長寿

命化計画の記載内容を分析する。 

特に次の観点から特徴を整理した結果を表Ⅱ.4.1に示している。 

① 将来的な目標管理戸数の目安 

② 将来的な建替需要のピークに向けた対応方針 

③ 中長期的な修繕・活用計画 

将来的な建替需要のピークに向けた対応方針に併せて、各ストックの中長期的な修繕・活用計画を

策定し的確に実行していくことが課題である。 

 

表Ⅱ.4.1 現公営住宅等長寿命化計画における長期活用の取り組みの概要 

 政令市 
Ａ市 

政令市 
Ｂ市 

中核市 
Ｃ市 

施行時特例市 
Ｄ市 

その他 
Ｅ町 

将来的
な目標
管理戸
数の目
安 

・「住宅セーフティ
ネットの構築に向
けた施策企画立
案マニュアル」に
基づき平成 32
年度までの住宅
確保要配慮者を
推計。 

・住生活基本計画
に示された「公営
住宅の供給の目
標量の設定の考
え方」に基づき、
「県住生活基本
計画」及び当該
市が策定した「住
生活基本計画」
に準拠して考
察。 

・「将来人口推計」
及び「Ｋ市まち・
ひと・しごと創世
人口ビジョン」の
将来人口推計値
を基に平成 52
年までの将来需
要を推計。 

・特に記載なし ・今後の人口・世帯
数の見通しを踏ま
え、目標年次にお
ける町営住宅の適
切な管理戸数の
目標を設定。 

将来的
な建替
需要の
ピ ー ク
に向け
た対応
方針 

・一定の水準を満
たす昭和 40 年
代以降のストック
については、建
替を優先的に実
施するものを除
いて「長寿命化
改善」を実施。あ
わせて昭和 55
年度以前のストッ
クの建替事業量
のピークを平準
化していくことを
検討。 

・法定耐用年数を
経過した建築物
や法定耐用年数
未満の建築物で
あっても、良質な
居住環境が確保
できないものつい
ては、原則、解
体して管理戸数
を減少させるな
どして、今後増大
していくと思われ
る維持管理費を
削減する。 

・設備水準が低い
1970年代ストッ
クの居住性向上
と長期的な事業
量平準化に向け
て、「早期建替」
と「改善して概ね
耐用年限まで使
用するストック」を
組み合わせて事
業に取り組んで
いく。 

・特に記載なし ・町営住宅の統廃
合を進めることに
よって、管理運営
の効率化を図る。 
・用途廃止を想定
する町営住宅跡
地は、公共施設の
利用、福祉と連携
した利用、民間住
宅の開発などを検
討するとともに、町
営住宅の管理戸
数の適正化を図
る。 

中長期
的な修
繕 ・ 活
用計画 

・70年間のサイク
ルの中で、修繕
周期、修繕項目
を踏まえて、ある
程度の修繕計画
を立てている。 

・予防保全も含め
た計画として、上
記個別施設計画
を策定する予
定。 
・修繕項目は、外
壁、屋上防水、
給排水、ＥＶ、住
戸改善が主な項
目。 

・中長期的な修繕
計画に関して
は、他の公共施
設（学校、庁舎
等）と併せて建
築課が定めた基
準（修繕周期等）
があり、市営住
宅もこれに倣っ
ている。 

・2055年くらい
までの想定の
計画はあるが、
公表はしていな
い 

・大規模な改善・修
繕に関しては平成
2年頃からの記録
はあるが、小規模
な修繕は、データ
ベースでの管理は
行っていない。修
繕記録や入居者
からの通報・苦情
等をエクセルシー
トで管理 
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Ⅱ．４．３ 長期活用計画の作成の手順と考え方 

まず、中長期（30 年程度）の事業内容、実施時期、各住棟の供用期間等の観点からの公営住宅等

ストック全体の長期活用計画の作成手法を検討するための手順と考え方を示す。 

図Ⅱ.4.1に検討のフローを示している。また、ステップ１～ステップ４での具体的な検討の視点に

ついて、表Ⅱ.4.2～表Ⅱ.4.5に示している。 

検討にあたっては、公営住宅等ストック全体についての中長期的な建替事業量の平準化のための

更新時期の調整、各団地・住棟の利用期間を踏まえた最適な修繕・改善の実施が特にポイントとな

る。 

  

＜ステップ３＞ モデル住棟の抽出と既存ストックの現状把握 

・ストック全体の構成を踏まえ、各建設年代・構造種別を代表するモデル住棟を抽出する。 

・モデル住棟の竣工図や過去の修繕履歴情報等を収集し、既存ストックの現状（仕様、性能水準等、修繕・改

善履歴等）を把握する。 

 

＜ステップ１＞ 公営住宅等の中長期的な需要の見通しに基づく将来のストック量の目安の設定 

・将来（30年程度の中長期）時点における公営住宅の需要（著しい困難年収未満世帯数）を推計する。 

・推計された需要（著しい困難年収未満世帯数）に対し、セーフティネットの手段となる対応可能なス 

トック数を推計し、将来の目標管理戸数の目安を設定する。 

＜ステップ２＞ 中長期的な建替事業量平準化のための更新時期の調整 

・中長期的な事業費を試算し、建替需要がピークを迎える時期及び事業量を把握する。 

・建替時期を前倒しするストック、先送りするストックの必要量を検討し、建替事業量を平準化するための考え方

を整理する。 

・建替事業量平準化の検討結果を踏まえ、団地・住棟別に、建替・用途廃止の時期を仮設定する。 

＜ステップ４＞ モデル住棟における最適な修繕・改善の検討 

・ストックの初期性能、修繕・改善履歴等を踏まえ、残供用期間を踏まえた最適な修繕及び改善の考え方を整

理する。 

・残供用期間における修繕及び改善の計画を作成するとともに、供用期間における修繕及び改善に係る費用を

試算する。 

図Ⅱ.4.1 公営住宅等ストック全体の長期活用計画の作成手法の検討の手順 
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表Ⅱ.4.2 公営住宅等の中長期的な需要の見通しに基づく将来のストック量の目安の設定の考え方 

 

  
＜ステップ１＞ 公営住宅等の中長期的な需要の見通しに基づく将来のストック量の目安の設定 

将来（30年程度の中長期）時点における世帯数等の推計を基に、公営住宅の施策対象（本来階層及

び裁量階層）の世帯数を推計し、そのうち自力では最低居住面積水準を達成することが著しく困難な年収

である世帯（著しい困窮年収未満世帯）を推計する。 

推計により算定される結果は、将来のある時点（目標年次）において、民間賃貸住宅等も含めた全ての

借家に居住する「著しい困窮年収未満世帯」を示すものであるため、ＵＲ都市機構、公社等他の公的賃貸

住宅、民間賃貸住宅等地域の状況に応じた「著しい困窮年収未満世帯」への対応を検討した上で、将来

時点における公営住宅等の目標管理戸数の目安を設定する。 

 

 

市全域での公営住宅等による要支援世帯（著しい困窮年収未満世帯）の推計（例） 

地域（中学校区）別での公営住宅等による要支援世帯の推計結果（例） 

地域（中学校区）別での公営住宅等の需給バランスの推計結果（例） 

（千戸） 

【2035年】 【2045年】 

【2035年】 【2045年】 
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表Ⅱ.4.3 中長期的な建替事業量の平準化のための更新時期の調整の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ステップ２＞ 中長期的な建替事業量の平準化のための更新時期の調整 

ステップ１において設定した目標管理戸数をもとに、中長期的な期間（30年程度）に想定される新規整

備事業、改善事業、建替事業等に係る年度別事業費を試算し、今後の見通しを立てる。 

中長期的事業費の試算にあたっては、先ず、法定耐用年数を迎えた時点で全ての既存ストックを建替

又は用途廃止を行った場合について試算し、建替需要のピークを「見える化」する。 

静岡市においては、昭和 40年代、50年代に大量供給されたストックの老朽化が進み、2035年頃より

一斉に建替需要のピークを迎えることにより、市の財政を圧迫するとともに、従前入居者の仮移転先を確保

することが困難となる等、建替事業の実施が困難となることが予想される。このため、これらのストックの更

新時期を調整し、事業費の平準化が図れるよう検討する。 

事業費の平準化の検討にあたっては、単年度当たりの実施可能な事業費の目安を設定した上で、建替

時期を前倒しするストック、先送りするストックを想定する。さらに全てのストックの更新時期を設定したうえで

改めて年度別事業費を試算し、単年度当たりの事業費が実施可能な事業費の枠内に概ね納まっているこ

とを確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業量平準化調整前（法定耐用年限で建替） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業量平準化調整後（建替時期の一部前倒し又は先送り） 
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表Ⅱ.4.4 モデル住棟の抽出と既存ストックの現状把握の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

＜ステップ３＞ モデル住棟の抽出と既存ストックの現状把握 

モデルスタディを行う地方公共団体より入

手した団地カルテをもとにモデル住棟の候

補を選定する。モデル住棟の選定にあたっ

ては、建設年代別・構造種別別よりプロトタイ

プになり得る住棟を選定する。 

入手したモデル住棟の設計図書より竣工

時の仕様を把握する。一方、現状の仕様に

関しては、修繕履歴より修繕時期及び修繕

後の仕様を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ２で検討した長期的な事業量の試算・調整結果を踏まえ、以下の事項に応じて既存ストックを類

型化する。 

・建設年代（昭和 40年代、昭和 50年代、昭和 60年代、平成 7年以降） 

・構造種別（中層、高層） 

・供用期間（60年、70年、80年等） 

■建設年代別の供用期間のイメージ（例） 

 昭和４０年代ストック 昭和５０年代ストック 昭和６０年代ストック 平成７年以降ストック 

供用期間６０年 ○ － － － 

供用期間７０年 ○ ○ ○ ○ 

供用期間８０年 － ○ ○ ○ 

供用期間９０年 － － － △ 

 

 

建設当時の仕様と現状の仕様（修

繕工事仕様）の把握イメージ 
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表Ⅱ.4.5 モデル住棟における最適な修繕・改善の検討の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ステップ４＞ モデル住棟における最適な修繕・改善の検討 

現時点で長寿命化のための修繕が必要となっているのは、昭和 40年代～昭和 50年代に大量供給さ

れたストックであることに加え、厳しい状況下にある地方公共団体においては財政的な余力がないこと等を

考慮すると、可能な限り少ない投資によって効率的な修繕を実施していくことが重要である。 

それぞれのストックについて目標とする管理期間を設定し、それまで建物の機能を維持するために最低

限必要な修繕工事項目を洗い出し、残供用期間に見合った修繕仕様と修繕時期を設定することにより、合

理的かつ効率的な修繕を検討する必要がある。 

修繕の実施時期と仕様は、それぞれのストックにおける過去の修繕の実施状況と、修繕実施後の継続管

理期間を踏まえ、効果的な実施時期を設定するとともに、地方公共団体の実情にあった仕様とすることが

重要である。それぞれの類型化モデルについて、仕様・性能水準、修繕履歴、市の修繕費等の見通しを踏

まえ、建替又は用途廃止までの期間をみこし、点検、修繕、改善の時期及び内容について計画策定のケー

ススタディを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜検討内容＞ 

・性能水準、修繕・改善履歴等を踏まえた現状分析 

・残供用期間を踏まえた性能向上に関する考え方の整理 

・性能水準及び残供用期間を踏まえた最適な修繕及び改善計画の検討 

・残供用期間における修繕及び改善コストの試算 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初期性能

機能限界

10年 20年 30年 40年 50年 60年 70年 80年　経過年数
↑

現時点（築47年）

用途廃止（築67年）
↓

過去の修繕（築18年）
↓

計画修繕（築50年）
↓

防水形改修塗材Ｅモルタル塗りリシン吹付 アクリルリシン吹付

↑
法定耐用年限（築70年）

想定する利用年限までの修繕シナリオの設定イメージ 

想定する利用年限までの最適な修繕・改善による長期活用計画の作成イメージ 
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Ⅱ．４．４ Ｂ市におけるケーススタディ 

Ⅱ.３.３と同様の地方公共団体を対象とし、Ⅱ.４.３で示した基本的な手順と考え方を踏まえつつ、

長期活用計画の作成手法について検討する。 

 

１）公営住宅等の中長期的な需要の見通しに基づく将来のストック量の目安の設定 

 Ｂ市においては、2015年現在、市営住宅等が 3,775戸、県営住宅が 4,230戸、合計で 8,005戸

の公営住宅ストックが存在する（公営住宅以外の市や県が管理する賃貸住宅は存在しない）。 

図Ⅱ.4.2は、第Ⅰ編のⅠ.５に示した、公営住宅施策対象世帯数と著しい困窮年収世帯数の推計結

果に、現状の公営住宅ストック数の水準（縦軸は世帯数＝戸数）を赤線で重ねて示したものである

（図Ⅰ.5.4の再掲）。 

Ｂ市において、「著しい困窮年収世帯数（Ｘ）」は、2025年にピークとなり、その後はゆるやか

に減少すると推計される。しかし、「公営住宅施策対象世帯のうち著しい困窮年収世帯数（Ｘ）」の

推計結果と比較すると、公営住宅ストック数は８割程度である。 

このため、公営住宅の将来のストック量の目安としては、現状の管理戸数を維持していくことが

基本と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図Ⅱ.4.2 図著しい困窮年収世帯数と現状の公営住宅ストックの水準（Ｂ市）（図Ⅰ.5.4再掲） 
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２）中長期的な建替事業量平準化のための更新時期の調整 

 

（１）市営住宅の建設年代別・構造別の供給状況 

図Ⅱ.4.3は、Ｂ市における 2012年（平成 24年）時点市営住宅ストックの建設年代別・構造別の

供給状況を示したものである。 

Ｂ市が管理する市営住宅の建設戸数は、戦後の住宅難の解消から高度経済成長期に向けて増加し、

大量の市営住宅等が供給された 1970 年代から 1980 年代前半には、単年度あたりの供給量が 200

戸を超えた時期もある。 

昭和 40年代よりも昭和 50年～昭和 60年代に建設されたストックが多いのがＢ市の特長である

と言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅱ.4.4は、2012 年時点で築 20 年を超えている 1997 年以降に建設されたストックについて、

更新時期の目安とされる法定耐用年限（簡易耐火 45年、耐火 70年）を迎える時期（時期別のスト

ック戸数）を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

簡易耐火造のストックは既に法定耐用年限（45年）を経過している。 

また、25年後の 2040年頃より、更新時期を迎える耐火造のストックが急激に増加し、数年後に

は単年度当たり 200戸を超えるストックが一斉に法定耐用年限を超える。 

老朽化したこれらのストックについては、不良ストック化する前に順次更新していくことが望ま

しいが、市の財政を圧迫するとともに、建替に伴う従前入居者の仮移転先を確保することができな

くなるなど、将来の建替事業の実施が困難となる状況となることが予想できる。 

このため、建替事業の円滑な実施に向けて、長期的な視点から対策を講じることが求められる。 
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図Ⅱ.4.3 Ｂ市の市営住宅ストックの建設年代別・構造別の供給状況（2012年現在） 

図Ⅱ.4.4 Ｂ市の市営住宅ストックの法定耐用年限を迎える時期及び戸数（構造別建設年代別・構造別） 
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（２）建替等に伴う事業量の平準化の検討 

前述したとおり、Ｂ市では現在の管理戸数を維持していくことが基本的に必要である一方、2040

年以降に法定耐用年限を迎えるストックが増加する。このため、長期的な視点から建替等に伴う事

業量を平準化していくことが求められる。 

図Ⅱ.4.5は事業量の平準化の考え方を図化したものである。以下に考え方を整理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 既に法定耐用年限を超過している簡易耐火造のストックについては、10 年以内に優先的に建替

又は用途廃止を行う。 

② 建設後 40年～50年を経過した昭和 40年代の耐火ストック（グラフの青色部分）は、躯体及び

内外装設備等の性能水準及び劣化状況から、長寿命化による法定耐用年限を超える延命化は合理

的ではないと考えられる。そのため、法定耐用年限（70年）を迎えるまでに建替又は用途廃止す

ることを基本とし、老朽化の著しいストックの先行建替や、民間活用による借り上げ公営住宅の

供給等、事業量平準化並びに従前入居者の受け皿の確保等について、事前に対策を講じることが

必要である。 

③ 一方、昭和 50 年代ストック（グラフの黄色部分）及び昭和 60 年代ストック（グラフの緑色部

分）については、法定耐用年限（70年）を迎えた時点で建替又は用途廃止を行うことを基本とし、

一部のストックにおいては建替時期を先送りすることにより、建替事業量平準化を図る。 

上記①～③の考え方に基づき、建替事業量を平準化した場合の単年あたりの事業量（建替又は用

途廃止戸数）を図Ⅱ.4.6 に示す。単年度当たりの建替・解体（用途廃止）等の事業量は 2020 年以

降、30 戸程度から段階的に増やしていく必要があり、ピーク時においては、単年度あたり概ね 80

戸程度の建替事業量となる（平準化する前は 200戸以上の建替事業量）。 
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図Ⅱ.4.5 事業量の平準化の考え方 

図Ⅱ.4.6 年度別の建替又は用途廃止戸数（Ｂ市・建替事業量等の平準化を行った場合） 
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（３）事業量平準化に伴う各年代別ストックの活用方針の整理 

 上記の考え方に基づき、事業量平準化に伴う各年代別ストックの活用方針の整理を整理すると以

下のようになる。 

① 昭和 30年代及び昭和 40 年代前半のストック 

昭和 30 年代及び昭和 40 年代前半のストックは、簡易耐火造が中心であり、これらのストック

は既に法定耐用年限を大幅に超過しており、可能な限り早い段階で建替又は用途廃止を行うこと

が望ましい。原則として改善又は計画修繕は実施せず、経常修繕で対応する。 

② 昭和 40年代のストック 

昭和 40 年代のストックは、法定耐用年限（耐火構造の場合は 70 年）を迎えるまでに建替又は

用途廃止することを基本とし、事業量平準化の観点から、これらのストックが一斉に更新時期を迎

える前に、直接供給の他、借り上げ等民間活用を含むセーフティネットを再構築し、建替事業の実

施に伴う従前入居者の受け皿を確保する等、建替事業の円滑な実施に向けた対策を講じる。 

③ 昭和 50年代～昭和 60年代のストック 

前述した対策のみでは建替事業量のピークを平準化することはできないため、昭和 50年代～昭

和60年代のストックの一部については、建替又は用途廃止の時期を最大で10年程度先送りする。 

建替又は用途廃止の時期を先送りするストックに関しては、適宜、躯体の劣化状況等を調査・診

断し、躯体の健全性を確認することが望ましい。 

なお、昭和 60年代ストックの構造躯体は、単位水量や塩化物総量、かぶり厚さの施工誤差割増

等が盛り込まれた JASS5（1986年度版）に準拠していると考えられることから、施工時における

躯体の品質管理がある程度担保されていると推測できる。 

 

上記の方針を踏まえ、各建設年代別ストックの目標管理期間と維持管理の考え方を整理すると、

表Ⅱ.4.6のようになる。なお、昭和 40年代から昭和 50年代に建設されたストックは、施工品質が

一様ではなく、躯体の健全性にバラツキがあることが予想できる。個別のストックの状況に応じて

再検討することも必要である。 

表Ⅱ.4.6 各建設年代別ストックの目標管理期間と維持管理の考え方の整理 

ストックの建設時期 目標管理期間 修繕・改善等維持管理の考え方 

昭和 30年代以前 築 60年～70年 法定耐用年限を超過した簡易耐火造が中心。優先的に建

替又は用途廃止。原則として計画修繕、改善等は行わず、

経常修繕で対応。 

昭和 40年代 築 60年～70年 築60年～70年で建替又は用途廃止。計画修繕を適切に

実施する。原則として改善は行わない。 

昭和 50年代 築 70年～80年 築70年～80年で建替又は用途廃止。計画修繕を適切に

実施し、必要に応じて長寿命化改善を行う。 

昭和 60年～平成６年 築 80年程度 築 80 年程度で建替又は用途廃止。計画修繕を適切に実

施し、必要に応じて長寿命化改善を行う。 

平成７年以降 築 70年～80年 築70年～80年で建替又は用途廃止。計画修繕を適切に

実施し、必要に応じて長寿命化改善を行う。 
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（４）事業量平準化の検討を踏まえた事業費の長期的見通し 

前述した事業量平準化の検討結果を踏まえ、事業費の長期的な見通しを検討（試算）する。 

検討にあたっては、「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（平成 20年 8月・国土交通省住

宅局住宅総合整備課）の公表と併せて、地方公共団体に配布された「事業量推計プログラム」を用

いて、長期的な事業量の推移を算出した。 

算出にあたっては次の条件を設定した。 

ⅰ）建替事業の実施に伴う戸数減少率は設定しない（現況戸数維持を前提とする）。 

ⅱ）建替及び改善を含めた単年度あたりの事業量の上限の目安は（対象市のこれまでの実績を考

慮して）約 15億円と想定する。 

ⅲ）建替又は用途廃止までの期間は最長でも築 75年を超えないこととする。 

事業費の長期的見通しの試算結果を表Ⅱ.4.7に示している。 

 

（５）改善の実施時期、建替又は用途廃止の実施時期の仮設定 

また、（４）の長期的な事業費の見通しの検討結果を踏まえ、具体の各市営住宅ストックについ

て、改善の実施時期、建替又は用途廃止の実施時期を検討し、仮設定した。 

検討にあたり、改善事業の実施後 10年間は、建替又は用途廃止は実施しない（建替又は用途廃

止の予定の 10年前の期間内は、改善事業は実施しない）ものと仮定した。 

検討結果を表Ⅱ.4.8に示している。 
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表Ⅱ.4.7 建替・用途廃止・改善等の事業量の試算結果（Ｂ市・事業量平準化した場合） 

Ⅱ
-
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表Ⅱ.4.7 建替・用途廃止・改善等の事業量の試算結果（Ｂ市・事業量平準化した場合）（つづき） 
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-
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改善・建替事業の長期的見通し（Ｍ市） ※数値は従前戸数を示す

ｺｰﾄﾞ 住宅名 棟番号 階数 構造
②-1

団地判定
建設
年度

竣工
年度

全体
戸数

現ストック
改善
年度

除却
年度

1 Ａ住宅 1号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1951 1951 4戸 改善済み-保全 -- 2021 4
2 Ａ住宅 2号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1951 1951 4戸 改善済み-保全 -- 2021 4
3 Ｂ住宅 1号棟 2F 簡易耐火 1952 1952 4戸 改善済み-保全 -- 2027 4
4 Ｂ住宅 2号棟 2F 簡易耐火 1952 1952 4戸 改善済み-保全 -- 2027 4
5 Ｂ住宅 3号棟 2F 簡易耐火 1952 1952 8戸 改善済み-保全 -- 2027 8
6 Ｃ住宅 1号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1953 1953 4戸 改善済み-保全 -- 2023 4
7 Ｃ住宅 2号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1953 1953 4戸 改善済み-保全 -- 2023 4
8 Ｃ住宅 3号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1953 1953 4戸 改善済み-保全 -- 2023 4
9 Ｃ住宅 4号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1953 1953 4戸 改善済み-保全 -- 2023 4
10 Ｄ住宅 1号棟 2F 簡易耐火 1957 1957 8戸 改善済み-保全 -- 2029 8
11 Ｄ住宅 2号棟 2F 簡易耐火 1956 1956 8戸 改善済み-保全 -- 2028 8
12 Ｄ住宅 3号棟 2F 簡易耐火 1956 1956 6戸 改善済み-保全 -- 2028 6
13 Ｄ住宅 4号棟 2F 簡易耐火 1956 1956 6戸 改善済み-保全 -- 2028 6
14 Ｄ住宅 5号棟 2F 簡易耐火 1956 1956 6戸 改善済み-保全 -- 2028 6
15 Ｄ住宅 6号棟 2F 簡易耐火 1956 1956 6戸 改善済み-保全 -- 2029 6
16 Ｅ住宅 1号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1957 1957 5戸 改善済み-保全 -- 2027 5
17 Ｅ住宅 2号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1957 1957 6戸 改善済み-保全 -- 2027 6
18 Ｅ住宅 3号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1957 1957 5戸 改善済み-保全 -- 2027 5
19 Ｆ住宅 1号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1958 1958 8戸 改善済み-保全 -- 2028 8
20 Ｆ住宅 2号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1958 1958 8戸 改善済み-保全 -- 2028 8
21 Ｆ住宅 3号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1958 1958 8戸 改善済み-保全 -- 2028 8
22 Ｆ住宅 4号棟 2F 簡易耐火 用途廃止 1958 1958 8戸 改善済み-保全 -- 2028 8
23 Ｇ住宅 1号棟 1F 簡易耐火 用途廃止 1958 1958 3戸 改善済み-保全 -- 2028 3
24 Ｇ住宅 2号棟 1F 簡易耐火 用途廃止 1958 1958 3戸 改善済み-保全 -- 2028 3
25 Ｇ住宅 3号棟 1F 簡易耐火 用途廃止 1958 1958 6戸 改善済み-保全 -- 2028 6
26 Ｈ住宅（旧） 22号棟 4F 中耐階段室 1961 1961 8戸 改善済み-保全 -- 2033 8
27 Ｈ住宅（旧） 23号棟 3F 中耐階段室 1961 1961 6戸 改善済み-保全 -- 2033 6
28 Ｈ住宅（旧） 33号棟 4F 中耐階段室 1963 1963 8戸 改善済み-保全 -- 2033 8
29 Ｈ住宅（旧） 24号棟 4F 中耐階段室 1962 1962 8戸 改善済み-保全 -- 2033 8
30 Ｈ住宅（旧） 41号棟 3F 中耐階段室 1963 1963 6戸 改善済み-保全 -- 2034 6
31 Ｈ住宅（新） 1号棟 4F 中耐階段室 1984 1984 16戸 配管更新等 2037 2059 16 16
32 Ｈ住宅（新） 2号棟 4F 中耐階段室 1984 1984 16戸 配管更新等 2037 2060 16 16
33 Ｈ住宅（新） 3号棟 4F 中耐階段室 1984 1984 16戸 配管更新等 2037 2060 16 16
34 Ｈ住宅（新） 4号棟 4F 中耐階段室 1984 1984 16戸 配管更新等 2038 2060 16 16
35 Ｈ住宅（新） 5号棟 4F 中耐階段室 1984 1984 16戸 配管更新等 2038 2060 16 16
36 Ｈ住宅（新） 6号棟 3F 中耐階段室 1982 1982 18戸 配管更新等 2033 2056 18 18
37 Ｈ住宅（新） 7号棟 3F 中耐階段室 1982 1982 18戸 配管更新等 2033 2057 18 18
38 Ｈ住宅（新） 8号棟 4F 中耐階段室 1981 1981 24戸 配管更新等 2029 2054 24 24
39 Ｈ住宅（新） 9号棟 4F 中耐階段室 1981 1981 24戸 配管更新等 2030 2055 24 24
40 Ｈ住宅（新） 10号棟 4F 中耐階段室 1981 1981 24戸 配管更新等 2030 2055 24 24
41 Ｈ住宅（新） 11号棟 4F 中耐階段室 1982 1982 24戸 配管更新等 2033 2057 24 24
42 Ｈ住宅（新） 12号棟 4F 中耐階段室 1982 1982 24戸 配管更新等 2033 2057 24 24
43 Ｈ住宅（新） 13号棟 4F 中耐階段室 1983 1983 16戸 配管更新等 2034 2058 16 16
44 Ｈ住宅（新） 14号棟 4F 中耐階段室 1983 1983 16戸 配管更新等 2034 2058 16 16
45 Ｈ住宅（新） 15号棟 3F 中耐階段室 1983 1983 6戸 配管更新等 2037 2058 6 6
46 Ｈ住宅（新） 16号棟 3F 中耐階段室 1983 1983 6戸 配管更新等 2037 2058 6 6
47 Ｈ住宅（新） 17号棟 4F 中耐階段室 1983 1983 24戸 配管更新等 2037 2059 24 24
48 Ｉ－１住宅 4号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 4戸 改善済み-保全 -- 2020 4
49 Ｉ－１住宅 5号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 4戸 改善済み-保全 -- 2020 4
50 Ｉ－１住宅 6号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 5戸 改善済み-保全 -- 2020 5
51 Ｉ－１住宅 7号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 5戸 改善済み-保全 -- 2020 5
52 Ｉ－１住宅 8号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2022 4
53 Ｉ－１住宅 9号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2022 4
54 Ｉ－１住宅 13号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2023 4
55 Ｉ－１住宅 14号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2024 4
56 Ｉ－１住宅 15号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 4戸 改善済み-保全 -- 2021 4
57 Ｉ－１住宅 16号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2024 4
58 Ｉ－１住宅 17号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2024 4
59 Ｉ－１住宅 18号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2024 4
60 Ｉ－１住宅 22号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 4戸 改善済み-保全 -- 2021 4
61 Ｉ－１住宅 23号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 3戸 改善済み-保全 -- 2022 3
62 Ｉ－１住宅 24号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2024 4
63 Ｉ－１住宅 25号棟 1F 簡易耐火 1970 1970 4戸 改善済み-保全 -- 2029 4
64 Ｉ－１住宅 29号棟 1F 簡易耐火 1968 1968 4戸 改善済み-保全 -- 2022 4
65 Ｉ－１住宅 30号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2025 4
66 Ｉ－１住宅 31号棟 1F 簡易耐火 1969 1969 4戸 改善済み-保全 -- 2025 4
67 Ｉ－１住宅 32号棟 1F 簡易耐火 1970 1970 4戸 改善済み-保全 -- 2029 4
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表Ⅱ.4.8 改善の実施時期、建替又は用途廃止の実施時期の仮設定 
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改善・建替事業の長期的見通し（Ｍ市） ※数値は従前戸数を示す

ｺｰﾄﾞ 住宅名 棟番号 階数 構造
②-1

団地判定
建設
年度

竣工
年度

全体
戸数

現ストック
改善
年度

除却
年度

68 Ｉ－２住宅 1号棟 2F 簡易耐火 1968 1968 7戸 改善済み-保全 -- 2022 7
69 Ｉ－２住宅 2号棟 2F 簡易耐火 1968 1968 7戸 改善済み-保全 -- 2023 7
70 Ｉ－２住宅 3号棟 2F 簡易耐火 1968 1968 5戸 改善済み-保全 -- 2021 5
71 Ｉ－２住宅 10号棟 2F 簡易耐火 1968 1968 7戸 改善済み-保全 -- 2021 7
72 Ｉ－２住宅 11号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 7戸 改善済み-保全 -- 2025 7
73 Ｉ－２住宅 12号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 6戸 改善済み-保全 -- 2025 6
74 Ｉ－２住宅 19号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 6戸 改善済み-保全 -- 2026 6
75 Ｉ－２住宅 20号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 7戸 改善済み-保全 -- 2026 7
76 Ｉ－２住宅 21号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 7戸 改善済み-保全 -- 2026 7
77 Ｉ－２住宅 26号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 7戸 改善済み-保全 -- 2027 7
78 Ｉ－２住宅 27号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 7戸 改善済み-保全 -- 2027 7
79 Ｉ－２住宅 28号棟 2F 簡易耐火 1969 1969 7戸 改善済み-保全 -- 2029 7
80 Ｉ－２住宅 33号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 6戸 改善済み-保全 -- 2029 6
81 Ｉ－２住宅 34号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 6戸 改善済み-保全 -- 2030 6
82 Ｉ－２住宅 35号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 6戸 改善済み-保全 -- 2030 6
83 Ｉ－２住宅 36号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 6戸 改善済み-保全 -- 2030 6
84 Ｉ－２住宅 37号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 6戸 改善済み-保全 -- 2030 6
85 Ｉ－２住宅 38号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 6戸 改善済み-保全 -- 2030 6
86 Ｉ－２住宅 39号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 6戸 改善済み-保全 -- 2030 6
87 Ｉ－２住宅 50号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 7戸 改善済み-保全 -- 2031 7
88 Ｉ－２住宅 51号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 7戸 改善済み-保全 -- 2031 7
89 Ｉ－２住宅 52号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 7戸 改善済み-保全 -- 2031 7
90 Ｉ－２住宅 53号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 7戸 改善済み-保全 -- 2031 7
91 Ｉ－２住宅 54号棟 2F 簡易耐火 1970 1970 7戸 改善済み-保全 -- 2031 7
92 Ｉ－２住宅 58号棟 2F 簡易耐火 1971 1971 5戸 改善済み-保全 -- 2032 5
93 Ｉ－２住宅 59号棟 2F 簡易耐火 1971 1971 7戸 改善済み-保全 -- 2032 7
94 Ｉ－２住宅 60号棟 2F 簡易耐火 1971 1971 5戸 改善済み-保全 -- 2032 5
95 Ｉ－２住宅 61号棟 2F 簡易耐火 1971 1971 5戸 改善済み-保全 -- 2032 5
96 Ｉ－２住宅 62号棟 2F 簡易耐火 1972 1972 5戸 改善済み-保全 -- 2032 5
97 Ｉ－２住宅 65号棟 2F 簡易耐火 1972 1972 6戸 改善済み-保全 -- 2032 6
98 Ｉ－３住宅 55号棟 4F 中耐階段室 1970 1970 32戸 改善済み-保全 2020 2034 32 32
99 Ｉ－３住宅 56号棟 4F 中耐階段室 1971 1971 24戸 改善済み-保全 2020 2035 24 24
100 Ｉ－３住宅 57号棟 4F 中耐階段室 1971 1971 24戸 改善済み-保全 2020 2035 24 24
101 Ｉ－３住宅 63号棟 4F 中耐階段室 1976 1976 32戸 改善済み-保全 2024 2047 32 32
102 Ｉ－３住宅 64号棟 4F 中耐階段室 1972 1972 32戸 改善済み-保全 2020 2036 32 32
103 Ｉ－４住宅 300号棟 4F 中耐階段室 1972 1972 16戸 改善済み-保全 2020 2036 16 16
104 Ｉ－４住宅 301号棟 4F 中耐階段室 1972 1972 32戸 改善済み-保全 2020 2037 32 32
105 Ｉ－４住宅 302号棟 5F 中耐階段室 1972 1972 40戸 改善済み-保全 2020 2038 40 40
106 Ｉ－４住宅 303号棟 5F 中耐階段室 1973 1973 20戸 改善済み-保全 2021 2039 20 20
107 Ｉ－４住宅 304号棟 5F 中耐階段室 1973 1973 40戸 改善済み-保全 2021 2039 40 40
108 Ｉ－４住宅 305号棟 5F 中耐階段室 1973 1973 20戸 改善済み-保全 2021 2040 20 20
109 Ｉ－４住宅 306号棟 5F 中耐階段室 1973 1973 40戸 改善済み-保全 2021 2040 40 40
110 Ｉ－４住宅 307号棟 5F 中耐階段室 1973 1973 20戸 改善済み-保全 2021 2041 20 20
111 Ｉ－４住宅 308号棟 5F 中耐階段室 1974 1974 40戸 配管更新等 2022 2042 40 40
112 Ｉ－４住宅 309号棟 5F 中耐階段室 1974 1974 30戸 配管更新等 2022 2043 30 30
113 Ｉ－４住宅 500号棟 4F 中耐階段室 1973 1973 32戸 配管更新等 2021 2041 32 32
114 Ｉ－４住宅 501号棟 4F 中耐階段室 1973 1973 24戸 配管更新等 2022 2042 24 24
115 Ｉ－４住宅 502号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 16戸 配管更新等 2022 2043 16 16
116 Ｉ－４住宅 503号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 16戸 配管更新等 2022 2043 16 16
117 Ｉ－４住宅 504号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 16戸 配管更新等 2022 2043 16 16
118 Ｉ－４住宅 505号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 24戸 配管更新等 2022 2044 24 24
119 Ｉ－４住宅 506号棟 3F 中耐階段室 1975 1975 18戸 配管更新等 2023 2045 18 18
120 Ｉ－４住宅 507号棟 3F 中耐階段室 1975 1975 18戸 配管更新等 2023 2045 18 18
121 Ｉ－４住宅 601号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 24戸 配管更新等 2023 2044 24 24
122 Ｉ－４住宅 602号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 24戸 配管更新等 2023 2044 24 24
123 Ｉ－４住宅 603号棟 3F 中耐階段室 1975 1975 24戸 配管更新等 2023 2045 24 24
124 Ｉ－４住宅 701号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 8戸 配管更新等 2023 2044 8 8
125 Ｉ－４住宅 702号棟 4F 中耐階段室 1974 1974 16戸 配管更新等 2023 2044 16 16
126 Ｉ－４住宅 800号棟 4F 中耐階段室 1975 1975 24戸 配管更新等 2023 2045 24 24
127 Ｉ－４住宅 801号棟 4F 中耐階段室 1975 1975 16戸 配管更新等 2023 2045 16 16
128 Ｉ－４住宅 802号棟 4F 中耐階段室 1975 1975 16戸 配管更新等 2023 2046 16 16
129 Ｉ－４住宅 803号棟 4F 中耐階段室 1975 1975 24戸 配管更新等 2023 2046 24 24
130 Ｉ－４住宅 804号棟 4F 中耐階段室 1975 1975 32戸 配管更新等 2023 2046 32 32
131 Ｉ－４住宅 805号棟 4F 中耐階段室 1975 1975 24戸 配管更新等 2024 2046 24 24
132 Ｉ－４住宅 806号棟 4F 中耐階段室 1975 1975 16戸 配管更新等 2024 2047 16 16
133 Ｉ－４住宅 51-1 3F 中耐階段室 1976 1976 18戸 配管更新等 2024 2047 18 18
134 Ｉ－４住宅 51-2 3F 中耐階段室 1976 1976 18戸 配管更新等 2024 2047 18 18
135 Ｉ－４住宅 51-3 3F 中耐階段室 1976 1976 12戸 配管更新等 2024 2047 12 12
136 Ｉ－４住宅 51-4 3F 中耐階段室 1976 1976 12戸 配管更新等 2024 2048 12 12
137 Ｉ－４住宅 51-5 3F 中耐階段室 1976 1976 18戸 配管更新等 2024 2048 18 18
138 Ｉ－４住宅 51-6 3F 中耐階段室 1976 1976 18戸 配管更新等 2024 2048 18 18
139 Ｉ－４住宅 51-7 3F 中耐階段室 1976 1976 18戸 配管更新等 2024 2048 18 18
140 Ｉ－４住宅 51-8 3F 中耐階段室 1976 1976 24戸 配管更新等 2025 2048 24 24
141 Ｉ－４住宅 51-9 3F 中耐階段室 1976 1976 30戸 配管更新等 2025 2049 30 30
142 Ｉ－４住宅 52-1 4F 中耐階段室 1977 1977 32戸 配管更新等 2025 2049 32 32
143 Ｉ－４住宅 52-2 4F 中耐階段室 1977 1977 24戸 配管更新等 2025 2049 24 24
144 Ｉ－４住宅 52-3 4F 中耐階段室 1977 1977 16戸 配管更新等 2025 2049 16 16
145 Ｉ－４住宅 52-4 3F 中耐階段室 1977 1977 18戸 配管更新等 2025 2050 18 18
146 Ｉ－４住宅 52-5 3F 中耐階段室 1977 1977 24戸 配管更新等 2025 2050 24 24
147 Ｉ－４住宅 52-6 4F 中耐階段室 1977 1977 32戸 配管更新等 2026 2050 32 32
148 Ｉ－４住宅 52-7 4F 中耐階段室 1977 1977 32戸 配管更新等 2026 2050 32 32
149 Ｉ－５住宅 310号棟 6F 高層 2000 2000 45戸 新規-耐火 2051 2074 45
150 Ｉ－６住宅 311号棟 5F 中耐階段室 2002 2002 32戸 新規-耐火 2051 2075 32
151 Ｉ－６住宅 312号棟 5F 中耐階段室 2004 2004 60戸 新規-耐火 2051 2076 60
152 Ｉ－６住宅 314号棟 4F 中耐階段室 2006 2006 29戸 新規-耐火 2052 2077 29
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表Ⅱ.4.8 改善の実施時期、建替又は用途廃止の実施時期の仮設定（つづき） 
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表Ⅱ.4.8 改善の実施時期、建替又は用途廃止の実施時期の仮設定（つづき） 

改善・建替事業の長期的見通し（Ｍ市） ※数値は従前戸数を示す
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153 Ｊ住宅 1号棟 5F 中耐階段室 1980 1980 40戸 配管更新等 2028 2053 40 40
154 Ｊ住宅 2号棟 5F 中耐階段室 1980 1980 40戸 配管更新等 2028 2053 40 40
155 Ｊ住宅 3号棟 5F 中耐階段室 1979 1979 40戸 配管更新等 2026 2051 40 40
156 Ｊ住宅 4号棟 5F 中耐階段室 1979 1979 20戸 配管更新等 2026 2051 20 20
157 Ｊ住宅 5号棟 5F 中耐階段室 1979 1979 30戸 配管更新等 2026 2051 30 30
158 Ｊ住宅 6号棟 5F 中耐階段室 1979 1979 30戸 配管更新等 2027 2052 30 30
159 Ｊ住宅 7号棟 5F 中耐階段室 1979 1979 30戸 配管更新等 2027 2052 30 30
160 Ｊ住宅 8号棟 5F 中耐階段室 1979 1979 30戸 配管更新等 2027 2052 30 30
161 Ｊ住宅 9号棟 5F 中耐階段室 1980 1980 30戸 配管更新等 2028 2054 30 30
162 Ｊ住宅 10号棟 5F 中耐階段室 1980 1980 30戸 配管更新等 2029 2054 30 30
163 Ｋ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1980 1980 18戸 配管更新等 2029 2054 18 18
164 Ｌ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1981 1981 18戸 配管更新等 2030 2055 18 18
165 Ｌ住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1981 1981 24戸 配管更新等 2031 2055 24 24
166 Ｌ住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1981 1981 18戸 配管更新等 2031 2055 18 18
167 Ｌ住宅 4号棟 3F 中耐階段室 1981 1981 18戸 配管更新等 2032 2056 18 18
168 Ｍ住宅 1号棟 4F 中耐階段室 1981 1981 24戸 配管更新等 2032 2056 24 24
169 Ｍ住宅 2号棟 4F 中耐階段室 1981 1981 24戸 配管更新等 2032 2056 24 24
170 Ｍ住宅 3号棟 4F 中耐階段室 1981 1981 24戸 配管更新等 2032 2056 24 24
171 Ｍ住宅 4号棟 4F 中耐階段室 1982 1982 16戸 配管更新等 2033 2057 16 16
172 Ｍ住宅 5号棟 4F 中耐階段室 1982 1982 24戸 配管更新等 2033 2058 24 24
173 Ｍ住宅 6号棟 4F 中耐階段室 1982 1982 24戸 配管更新等 2034 2058 24 24
174 Ｍ住宅 7号棟 4F 中耐階段室 1982 1982 8戸 配管更新等 2034 2058 8 8
175 Ｎ住宅 27号棟 3F 中耐階段室 1983 1983 12戸 配管更新等 2037 2059 12 12
176 Ｎ住宅 28号棟 3F 中耐階段室 1983 1983 20戸 配管更新等 2037 2059 20 20
177 Ｎ住宅 29号棟 3F 中耐階段室 1983 1983 6戸 配管更新等 2037 2059 6 6
178 Ｎ住宅 30号棟 3F 中耐階段室 1983 1983 24戸 配管更新等 2037 2059 24 24
179 Ｏ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1984 1984 12戸 配管更新等 2038 2060 12 12
180 Ｏ住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1984 1984 12戸 配管更新等 2038 2060 12 12
181 Ｏ住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1984 1984 12戸 配管更新等 2038 2060 12 12
182 Ｏ住宅 4号棟 3F 中耐階段室 1985 1985 12戸 配管更新等 2038 2061 12 12
183 Ｏ住宅 5号棟 3F 中耐階段室 1985 1985 12戸 配管更新等 2038 2061 12 12
184 Ｏ住宅 6号棟 3F 中耐階段室 1985 1985 18戸 配管更新等 2038 2061 18 18
185 Ｐ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1985 1985 12戸 改善済み-保全 2061 12
186 Ｐ住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1985 1985 18戸 改善済み-保全 2061 18
187 Ｐ住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1985 1985 12戸 改善済み-保全 2061 12
188 Ｐ住宅 4号棟 3F 中耐階段室 1985 1985 12戸 改善済み-保全 2062 12
189 Ｑ住宅 1号棟 9F 高層 1986 1986 80戸 配管更新等 2040 2062 80 80
190 Ｑ住宅（新） 1号棟 9F 高層 1990 1990 71戸 配管更新等 2043 2067 71 71
191 Ｒ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2061 12 12
192 Ｒ住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 6戸 改善済み-保全 2041 2061 6 6
193 Ｒ住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2063 12 12
194 Ｒ住宅 4号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2063 12 12
195 Ｒ住宅 5号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2063 12 12
196 Ｒ住宅 6号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 6戸 改善済み-保全 2041 2063 6 6
197 Ｒ住宅 7号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 12戸 改善済み-保全 2041 2064 12 12
198 Ｒ住宅 8号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2041 2064 6 6
199 Ｓ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2063 12 12
200 Ｓ住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2063 12 12
201 Ｔ－２住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2063 12 12
202 Ｔ－２住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 6戸 改善済み-保全 2041 2063 6 6
203 Ｔ－２住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 12戸 改善済み-保全 2041 2064 12 12
204 Ｔ－２住宅 4号棟 3F 中耐階段室 1987 1987 6戸 改善済み-保全 2041 2064 6 6
205 Ｔ－２住宅 5号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2041 2064 6 6
206 Ｔ－２住宅 6号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2041 2064 6 6
207 Ｔ－２住宅 7号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2041 2064 6 6
208 Ｔ－２住宅 8号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2041 2064 6 6
209 Ｔ－２住宅 9号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2042 2064 6 6
210 Ｕ－１住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 12戸 改善済み-保全 2042 2064 12 12
211 Ｕ－１住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2042 2064 6 6
212 Ｕ－１住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 12戸 改善済み-保全 2042 2065 12 12
213 Ｕ－２住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 12戸 改善済み-保全 2042 2065 12 12
214 Ｕ－２住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 12戸 改善済み-保全 2042 2065 12 12
215 Ｕ－２住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2042 2065 6 6
216 Ｕ－２住宅 4号棟 3F 中耐階段室 1988 1988 6戸 改善済み-保全 2042 2065 6 6
217 Ｖ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1989 1989 18戸 改善済み-保全 2042 2065 18 18
218 Ｖ住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1989 1989 18戸 改善済み-保全 2042 2065 18 18
219 Ｖ住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1989 1989 18戸 改善済み-保全 2043 2066 18 18
220 Ｗ住宅 1号棟 4F 中耐階段室 1990 1990 16戸 改善済み-保全 2044 2066 16 16
221 Ｗ住宅 2号棟 4F 中耐階段室 1990 1990 16戸 改善済み-保全 2044 2066 16 16
222 Ｗ住宅 3号棟 4F 中耐階段室 1990 1990 16戸 改善済み-保全 2044 2066 16 16
223 Ｗ住宅 4号棟 4F 中耐階段室 1991 1991 16戸 改善済み-保全 2044 2066 16 16
224 Ｗ住宅 5号棟 4F 中耐階段室 1991 1991 24戸 改善済み-保全 2045 2068 24 24
225 Ｔ－１住宅（Ａ） 1号棟 3F 中耐階段室 1992 1992 12戸 新規-耐火 2046 2068 12 12
226 Ｔ－１住宅（Ａ） 2号棟 5F 中耐階段室 1992 1992 30戸 新規-耐火 2046 2068 30 30
227 Ｔ－１住宅（Ａ） 3号棟 5F 中耐階段室 1992 1992 30戸 新規-耐火 2046 2069 30 30
228 Ｔ－１住宅（Ａ） 4号棟 4F 中耐階段室 1993 1993 20戸 新規-耐火 2046 2069 20 20
229 Ｔ－１住宅（Ａ） 5号棟 4F 中耐階段室 1993 1993 20戸 新規-耐火 2046 2069 20 20
230 Ｔ－１住宅（Ａ） 6号棟 3F 中耐階段室 1993 1993 15戸 新規-耐火 2047 2070 15
231 Ｔ－１住宅（Ｂ） 7号棟 6F 高層 1996 1996 47戸 新規-耐火 2047 2070 47
232 Ｔ－１住宅（Ｂ） 8号棟 10F 高層 1998 1998 70戸 新規-耐火 2048 2072 70
233 Ｘ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1995 1995 15戸 新規-耐火 2047 2070 15
234 Ｙ住宅 1号棟 3F 中耐階段室 1997 1997 18戸 新規-耐火 2048 2071 18
235 Ｙ住宅 2号棟 3F 中耐階段室 1997 1997 18戸 新規-耐火 2048 2071 18
236 Ｙ住宅 3号棟 3F 中耐階段室 1999 1999 9戸 新規-耐火 2048 2073 9
237 Ｙ住宅 4号棟 3F 中耐階段室 1999 1999 9戸 新規-耐火 2048 2073 9
238 Ｚ住宅（Ａ） 1号棟 4F 中耐階段室 1998 1998 16戸 新規-耐火 2048 2071 16
239 Ｚ住宅（Ｂ） 2号棟 4F 中耐階段室 1998 1998 36戸 新規-耐火 2048 2073 36
240 Ｚ住宅（Ｂ） 3号棟 3F 中耐階段室 2000 2000 12戸 新規-耐火 2051 2074 12

218 200 188 271 206 189 174 136 180 107 102 77 123 154 102 48 48 178 150 60 140 214 172 167 160 124 208 173 266 102 106 239 119 80 102 108 108 82 100 102 100 102 92 84 84 84 82 71 66 70

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065

双葉台（320戸）建替

Ｋ住宅（18戸）建替

Ｌ住宅（78戸）建替

Ｍ住宅（144戸）建替

Ｎ住宅（62戸）建替

Ｏ住宅（78戸）建替

Ｐ住宅（54戸）建替

Ｑ住宅（80戸）建替

Ｑ住宅（新）

（71戸）建替

Ｒ住宅（78戸）建替

Ｓ住宅（24戸）建替

Ｔ－２住宅（54戸）

Ｕ－１住宅

（30戸）建替

Ｕ－２住宅

（36戸）建替

Ｖ住宅（54戸）

建替

Ｗ住宅

（88戸）建替

Ｔ－１住宅（Ａ）

（112戸）建替

Ｊ住宅（320戸）改善

Ｋ住宅（18戸）改善

Ｌ住宅（78戸）改善

Ｍ住宅（144戸）改善

Ｎ住宅（62戸）改善

Ｏ住宅（78戸）改善

Ｑ住宅（80戸）改善
Ｑ住宅（新）（71戸）改善

Ｒ住宅（78戸）改善

Ｓ住宅（24戸）改善

Ｔ－２住宅（54戸）改善

Ｕ－１住宅

（30戸）改善

Ｕ－２住宅

（36戸）改善

Ｖ住宅（54戸）

改善

Ｗ住宅

（88戸）改善

Ｔ－１住宅（Ａ）

（112戸）改善

Ｔ－１住宅（Ｂ）（117戸）改善

Ｘ住宅（15戸）改善

Ｙ住宅（54戸）改善

Ｚ住宅（Ａ）（16戸）改善

Ｚ住宅（Ｂ）（48戸）改善

長寿命化計画期間 48 改善 48 建替改善・建替事業の長期的見通し（Ｂ市） 
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